
基準値（単位） 基準年度

中間年度 最終年度

54

％

1.8

％

70.4

％

13390

％

7400

◆総合計画における位置付け等 平成18年１１月 ２日記入

平成１8年度 施策評価シート

施 策 名 保健サービスの充実 課長名 鈴木 豊子

評価担当部 保健所

第２節 市民健康づくりの推進

21

がんの早期発見、死亡数減少のた
めには、精密検査対象者は精密検
査を受け早期診断、治療が大切であ100指標５ 19

5969
100

21

H16年度指標値84.4％を参考に、介護
予防事業・地域支援事業との明確化を
背景とした第３期高齢者保健福祉計画
の目標値見直しを考慮した、事業とし
て達成すべき値を80％とした。「個別健
康教育」と「集団健康教育」延べ参加者
数に対する実際の参加者数×100で求

80指標４
達成率 1974.8

10013

80

21

過去における毎年の接種率の実績値
より、今後の伸び率を予測し、目標値と
する。接種勧奨中止中の日本脳炎及
びH18年度制度変更のあった麻しん・
風しんについては指標から外してい
る。

75.1
指標３

達成率
19

103.8

73.1
74.2

21

基本健康診査の結果、異常のある
者に早期に保健指導を実施すること
が必要である。医師の指導を受ける
事が可能な者以外で保健指導が必
要と医師が判断した数を経年デー
ターから予測し、目標値とした。

医療制度改革による特
定健診となるため目標
値の変更が必要。

指標２

達成率
19

94.4

1.7

80

21

平成18年度より、対象者数の捉え方
を64歳以下は検診機会のない者の
数、65歳以上は介護保険の第一号
被保険者数とし、経年の受診者数か
ら目標値を設定した。

医療制度改革による特
定健診となるため目標
値の変更が必要。

指標１

達成率
19

86.7

46.8
30.4

17指標５ がん検診要精検者の精検受診率（％）
精検受診者数／がん検診要精検者数×１００

がん精検受診者/がん検診を受診した結果、要精
検者となった人数×100 80.60%

Ｈ17目標値/実績値 中間年度の目標値 最終年度の目標値

16

指標４
健康教育参加率
計画目標に対する参加率（％）
参加者／目票数×100

目標数＝高齢者保健福祉計画の１７年度老人保
健事業「集団健康教育」延べ参加者数と「個別健康
教育」の実被指導者数とをたした数（13250+140＝

75% 17

指標３ 予防接種接種率（％）
接種者数／対象者数×100

三種混合・二種混合・ポリオ・BCG・高齢者インフルエン
ザ予防接種について、接種者数／対象者数×１００、に
より算出した接種率の平均値

65.80%

17

指標２ 基本健康診査要指導者率（％）
基本健康診査要指導者/基本健康診査受診者×100

健診によって保健師の保健指導が必要と判断され
た人数／基本健康診査受診者数×１００とする 1.80% 16

指標１
基本健康診査受診率（％）
受診者数／対象者数（平成元年度調査に基づく）×
１００

職場等で検診機会のない40歳以上の人数を対象
者数とし、受診者数／対象者数×１００とする 54.00%

＊人件費は、職員一人あたり Ｈ14：839万円、Ｈ17：805万円として算定。人口は、61.6万人（Ｈ15.4.1現在） 66.7万人（Ｈ18.4.1現在）とした。

・事務事業が他施策から移行したことによる。
・H16・17年度からの新規事業による。

指標名 指標の基準値の定義

市民一人あたりの事業費 4,669 5,146

合計 2,876,047 3,432,034

事業費 2,625,593

人件費 806,441

目標値の考え方（根拠）

医療機関等と有機的な連携を図り、乳幼児期から高齢期に至るまでのライフステージに応じた身近で適切な保健サービスの提供
に努める。また、難病対策、感染症予防に対する知識の普及、啓発や相談体制の充実に努める。

事業展開においては、ライフステージに応じた保健事業の充実を図るため母子・成人保健に係る各種健診・相談事業や生活習慣
病予防対策事業を行うと共に、予防接種事業や精神・難病・結核・感染症予防対策事業等を行っている。

２ 事業費・人員

年度 平成14年度（決算）平成17年度（決算） 増減の主な理由

３ 成果・活動指標

基本目標 学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして 施策コード 12220

政策名（章） 第２章 生涯にわたる健康づくりを進めます

１ 施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

基本施策名（節名） 評価担当課 中央保健センター



％
21 査を受け早期診断、治療が大切であ

る。このため、対象者全員が精検を
受けることを目標にしている。

100指標５
達成率 19

80.7
100



１次評価

A

２次評価

B

３次評価

Ｂ

課題
乳幼児から高齢者における各ライフステージにおいてさまざまな保健サービスの提供をしているが,健康づくり
の基本は,市民一人ひとりの健康に関する行動変容を起こさせることに有る。そのため、市民の健康づくりに
対する意識付けをさらに図るよう取り組みが必要である。

解決策
今後は、市民の健康寿命の延伸を図るため、各ライフステージにおいて実施されているさまざまな保健事業
の充実による健康意識の啓発や、行動変容の状態に応じた効果的な支援策を検討すると共に、基本健診を
はじめとする各種検診の受診率向上に向けた受診勧奨システムの構築などを図っていく。

７ ２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

６ 課題と解決策（現状または、評価結果から）

◆中央保健センターの実施した事業の成果が、市民にとってメリットとしてわかるような具体的な指標を設定すること。
◆市民の自己管理による部分が多い施策であるため、他市等との比較が出来るようなベンチマーク的な指標を用いた
啓発も必要である。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

構成事務事業が非常に多い中で、個々の指標については、よく検討がされているが、施策の目的に対する各指標の
達成度合いで考えた場合、有効性の評価は甘いと考えられる。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８ ３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

市民満
足度

市民満足度調査
により市民ニー
ズを把握し、市民
の立場に立って
事業展開してい
る

④ 2 1

市民のライフステージに応じた保健ニーズに応えることにより、概ね各世代別において高い満足度
を得ている。

合計 10 評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）
Ａ（12から10点） Ｂ（9から5点） Ｃ（4点以下）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

効率性

最少経費で最大
効果が得られる
事業構成となっ
ている

4 ② 1

本施策は、法定の事業が大半である為、事業の展開を変えることは難しく、その性格上、
費用対効果を計りづらいが、事業内容を詳細に検討し、より効率的な運営を行っていく必
要がある。

有効性

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施
している

④ 2 1

市民の健康づくりに対する意識の高まりの中、保健所設置市として展開している各種保健事業は、
各世代に応じた必要なケアを提供しており、なおかつ専門的なサービスとして市民の保健ニーズに
応えている。さらに保健・福祉・医療が連携を図ることで、本施策の効果を上げることができる。

４ 市民満足度調査結果（平成18年度実施分）
○この施策の満足度は3.354で51施策の中で7番目。
○重要度は4.109で15番目である。
○改善要望度は0.0527で20番目である。
○年齢別にみると、満足度は50歳代以上で高く、40歳代で
もっとも低くなっている。
○重要度は40歳代で低く、その他の年代は大きな差異は
みられない。
○前回調査と比較すると、満足度の施策の順位は変わら
ないが、重要度は前回調査より上がっている。
○満足度の順位では、20歳代で前回調査より大幅に上
がっている。
○重要度の順位では、60歳代で前回調査より大幅に上
がっている。

視点の
種類

評価基準・
着眼点 評価点 それぞれの視点に対して評価の具体的根拠

５ １次評価（３つの視点から評価を行う）

市民健康づくりの推進

3.0

3.5

4.0

4.5

2.5 3.0 3.5 4.0

満足度の平均 3.190

低い ← 満足度 → 高い

高
い

↑

重
要
度

↓

低
い

重要度の平均 3.871

施策

Ｈ18◇ Ｈ15▲



コード 12220

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

成人病対策事業
生活習慣病対策事業

中央保健センター 1 0.03 28,576 1 0.05 403 24,141 24,544

口腔衛生事業
地域保健課

中央保健セン
ター

2 2.40 21,921 7 1.42 11,431 4,609 16,040

骨粗しょう症予防事業
地域保健課

中央保健セン
ター

法 1.00 13,031 法 0.40 3,220 4,806 8,026

保健所一般健康相談事業
地域保健課

中央保健セン
ター

4 1.25 19,749 9 1.10 8,855 3,434 12,289

保健所一般健康相談事業 地域保健課 10 0.10 805 2,006 2,811

がん集団検診委託検診機
関選考委員会経費

地域保健課
中央保健セン

ター
5 0.03 298

健康度評価事業 中央保健セン
ター 法 1.60 12,880 4,560 17,440

結核診査協議会経費 保健予防課 法 0.44 3,542 1,953 5,495

難病患者等居宅生活支援
事業 保健予防課 法 0.39 4,431 0 0

精神保健相談事業 保健予防課 法 1.91 17,570 法 5.49 44,195 1,554 45,749

精神保健訪問指導事業 保健予防課 法 1.00 8,636 法 6.60 53,130 1,115 54,245

定期健康診断・
集団予防接種事業 保健予防課 法 1.77 44,538 法 2.25 18,113 25,251 43,364

結核患者管理指導費 保健予防課 法 0.13 1,742 法 3.03 24,392 511 24,903

結核医療扶助費 保健予防課 法 0.20 32,527 法 0.64 5,152 28,382 33,534

定期外健康診断事業費 保健予防課 法 1.50 13,149 法 1.89 15,215 618 15,833

感染症予防対策事業 保健予防課 法 1.50 18,221 法 1.73 13,927 5,659 19,586

感染症診査協議会経費 保健予防課 法 0.02 301 法 0.02 161 0 161

個別予防接種事業 保健予防課 法 3.50 576,037 法 2.40 19,320 508,019 527,339

結核対策特別促進事業 保健予防課 法 0.20 345 法 0.29 2,335 129 2,464

結核児童療育給付事業 保健予防課 法 0.02 161 0 161

老人性痴呆疾患対策事業
高齢者認知症対策事業 保健予防課 法 0.13 1,857 法 0.05 403 751 1,154

エイズ予防対策事業 保健予防課 法 1.36 13,444 法 0.81 6,521 1,522 8,043

エイズ検査・相談事業 保健予防課 法 0.24 4,521 法 0.51 4,106 5,869 9,975

性感染症検査・相談事業 保健予防課 法 0.39 3,140 2,395 5,535

集団予防接種事業 保健予防課 法 2.00 43,807 法 2.07 16,664 27,701 44,365

特定疾患保健指導事業 保健予防課 法 2.00 17,964 法 3.71 29,866 1,092 30,958

難病患者等短期入所事業 保健予防課 法 0.27 2,174 0 2,174

感染症発生動向調査事業 保健予防課 法 0.28 5,415 法 1.14 9,177 2,562 11,739

精神保健集団指導活動事
業 保健予防課 法 0.36 3,455 法 1.92 15,456 311 15,767

精神障害者社会参加促進
事業 保健予防課 法 0.10 1,322 法 0.92 7,406 163 7,569

23.30 892,857 41.26 332,143 659,113 991,256

78.77 2,876,047 100.18 806,441 2,625,593 3,432,034合計

計

保健サービスの充実



コード 12220

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

精神保健普及事業 保健予防課 法 0.20 1,906 法 1.31 10,546 83 10,629

がん検診事業
地域保健課

中央保健セン
ター

法 2.20 229,259 0 0

がん施設検診事業 中央保健セン
ター 3 1.30 10,465 300,820 311,285

がん集団検診事業 中央保健セン
ター 4 1.60 12,880 56,216 69,096

がん検診精密検査等経費 中央保健セン
ター 5 0.42 3,381 14,594 17,975

成人歯科保健対策推進事
業

地域保健課
中央保健セン

ター
法 0.12 3,914 法 0.22 1,771 6,305 8,076

基本健康診査事業
地域保健課

中央保健セン
ター

法 3.00 1,077,210 法 3.10 24,955 1,099,379 1,124,334

国民栄養調査費
国民健康・栄養調査等経費 地域保健課 法 1.00 2,349 法 0.30 2,415 612 3,027

慢性疾患児保健指導事業
地域保健課

中央保健セン
ター

法 0.10 909 法 0.10 805 338 1,143

神経芽細胞腫検査事業 地域保健課 法 0.50 7,203

乳幼児健康診査事業
地域保健課

中央保健セン
ター

法 4.00 216,702

４か月児健康診査事業 中央保健セン
ター

法 3.51 28,256 7,946 36,202

８か月児健康診査事業 中央保健セン
ター

法 0.20 1,610 40,708 42,318

１歳児健康診査事業 中央保健セン
ター

法 0.20 1,610 39,616 41,226

１歳６か月児健康診査事業 中央保健セン
ター

法 0.70 5,623 52,034 57,657

２歳６か月児健康診査事業 中央保健セン
ター

法 0.43 3,466 10,484 13,950

３歳６か月児健康診査事業 中央保健セン
ター

法 1.20 9,660 18,658 28,318

乳幼児経過検診事業 中央保健セン
ター

法 0.24 1,932 630 2,562

未熟児養育医療
地域保健課

中央保健セン
ター

法 0.25 58,655 法 0.20 1,610 35,831 37,441

医事・薬事等指導費（薬物
乱用防止対策費） 生活衛生課

機能訓練事業 介護予防推進
室

法 4.00 38,052 法 3.40 27,370 4,478 31,848

妊産婦新生児訪問指導事
業

中央保健
センター

法 1.10 12,936 法 1.40 11,270 4,822 16,092

健康相談事業 中央保健
センター

法 7.00 60,457 法 6.00 48,300 987 49,287

健康教育事業 中央保健
センター

法 9.00 77,156 法 9.00 72,450 1,156 73,606

訪問指導事業 中央保健
センター

法 7.00 59,007 法 5.50 44,275 5,041 49,316

母子健康教育事業 中央保健
センター

法 16.00 137,475 法 16.00 128,800 2,627 131,427

健康手帳交付事業 中央保健セン
ター 法 0.15 1,208 451 1,659

母子健康手帳交付事業 中央保健セン
ター

法 0.20 1,610 1,396 3,006

妊婦健康診査事業 中央保健セン
ター

法 0.15 1,208 94,296 95,504

母子保健事業 中央保健セン
ター

法 0.25 2,013 22,653 24,666

55.47 1,983,190 57.08 459,486 1,822,161 2,281,647計

保健サービスの充実



コード 12220

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

保健指導事業 中央保健セン
ター 法 0.10 805 511 1,316

思春期保健事業 中央保健セン
ター 8 0.10 805 140 945

特定不妊治療費助成事業 中央保健セン
ター 2 0.25 2,013 15,442 17,455

自立支援医療給付 中央保健セン
ター 法 0.25 2,013 23,496 25,509

小児慢性特定疾患医療事
業

中央保健セン
ター 法 0.75 6,038 104,016 110,054

高齢者認知症対策事業 介護予防推進
室 法 0.10 805 204 1,009

ひきこもり相談・支援事業 保健予防課 6 0.29 2,335 510 2,845

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0.00 0 1.84 14,812 144,319 159,131計

保健サービスの充実


